別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:危機管理推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
        知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111（内2415）
E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：368千円（前年度予算額：368千円）

	事業内容


	１　事業の内容


危機管理に関する職員の意識の向上、組織としての適切な対応の徹底を図るため、現地機関を含めた県の各所属を対象にした危機管理に関する説明会や、所属長を対象にした研修を実施する。
　また、リスク管理の視点を盛り込んだ職員に対する研修を実施する。        
（１）リスク管理に関する研修の実施　181千円
　　　県職員を対象に、リスク管理の重要性（情報の共有や回避方法など）に関する研
修を実施する。
　　　　　　　　　                 
（２）危機管理対応指針等説明会（出前講座）　60千円
　　　　県職員の危機意識の向上を目的とした危機管理対応指針、不法・不当要求対応方
針等の説明会（出前講座含む）を実施する。

　　　 
（３）危機管理に関する所属長研修の実施　55千円
危機事案に関する事前対策、応急対策及び事後対策を、迅速・的確に実施するた

め所属長の危機管理研修を実施する。
 　　      
（４）市町村等との現地連絡調整　72千円
危機管理に関して市町村や関係機関との連携強化を図るため、現場対応の把握や、

市町村の組織体制確認などの連絡調整を行う。
 　　　
	２　所要経費


（１）リスク管理に関する研修の実施（181千円）
（２）危機管理対応指針等説明会（出前講座）（60千円）
（３）危機管理に関する所属長研修の実施（55千円）
（４）市町村等との現地連絡調整（72千円）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


あらゆる危機事案に迅速・的確に対応するため、平成１７年度に「危機管理対応指針」を策定し、全庁的かつ総合的な危機事案対応を行っている。
	３　これまでの取組に対する評価


県の危機管理対応の方針を定める「危機管理対応指針」においては、「事前対策」として「危機管理意識の向上」が必要であるとしており、県職員一人ひとりが常に危機管理意識を持ち危機事案に対し迅速・的確に対応できる体制づくりを早急に進めていく必要がある。また、本庁各部局のみならず、現地機関職員の危機管理能力の向上や市町村との連携強化が必要である。

	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368

	要求額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368

	1月15日時点査定額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368

	決定額
	368
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	368


